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研究成果の概要（和文）：疫学研究における食事評価法として食物摂取頻度調査法（FFQ）が用いられてきた
が、その測定誤差による結果への影響が課題であった。ICT革新を背景に、研究の負荷軽減と詳細な食事評価へ
のニーズが高まっている。そこでWeb-FFQ回答による推定値の妥当性を紙-FFQのそれと比較することによってWeb
による食事評価の有用性を検討、及び料理データベースを搭載した標準化Web24時間思い出し食事評価システム
を開発し、当該調査方法の質的評価を行った。さらに大規模疫学研究対象者の一部に、当該Webシステムによる
詳細な食事評価データの収集に着手した。1,000人より延べ約1600日分の食事データを収集した。

研究成果の概要（英文）：Food frequency questionnaire (FFQ) has been used for the dietary assessment 
in many epidemiological studies. There is a growing need for detailed-assessment tool which 
simultaneously reduce the total burden of studies on the basis of technology innovation. Online 
system offer advantages over printed questionnaires, such as the automatic and direct data storage 
of answers. We examined the utilization of Web-based tool by comparison of the validity of dietary 
intake by Web-FFQ with those by print-FFQ. Online system is a reasonably valid measure like the 
printed FFQ. Further, we developed an automated-, web-based assessment system using recipe-data for 
Japanese (AWARDJP) based on Automated Multiple-Pass Method (AMPM, by USDA). Improvement of some 
processes such as selecting dishes were required in a pilot study. The detailed-dietary survey using
 AWARDJP was started for sub-sample of large scale cohort study, and approximately 1,600 day sample 
among 1,000 participants were collected.

研究分野： 栄養疫学

キーワード： Webシステム　24時間思い出し法　食事評価　料理データベース
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で開発した食事評価システムは、多様な集団の実際の食事調査を根拠とした性・年代別の料理データが集
積された料理DBを搭載し、さらに国際的に標準化された方法(AMPM)により24 時間思い出し法を可能にする点
で、既存の食事評価ソフトとは一線を画す。さらに、この24 時間思い出し（複数日）による評価は「量の絶対
値」に近い意味合いの数値が提供されるので、保健指導への活用に加えわが国の公衆衛生施策にも大きく貢献で
きる。国内の大規模コホートの一部においてスタートさせたことにより、将来、より信頼性の高い結果を発信す
る基盤となり得るとともに、アジアにおける国際コホート連携に貢献できる基盤が前進した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

食生活の評価は、疾病予防研究から公衆衛生施策に至る様々な分野において重要であるが、
その正確な測定は容易ではない。現在まで、多くの疫学研究では、個人の食生活評価において、
予めリストされた食品の摂取頻度を質問する紙ベースによる調査票（FFQ）による評価が行わ
れてきた。実際に、生活習慣病の要因を明らかにする大規模前向きコホート研究でも、多人数
の習慣的食生活を把握する必要性から、この FFQ が妥当性を検証したうえで利用され 1,2)、今
日の栄養疫学研究の発展とエビデンス構築に大きく寄与してきた。 

従来、紙ベースで実施されてきた様々のアンケート調査は、昨今の Information and 
Communication Technology（情報通信技術）革新によりインターネットに代替されつつある。こ
の技術を活用した Web ベースの食事調査票（FFQ）は、電子化作業の省略と自動化されたプロ
グラムからの警告による未回答箇所の最少化により、研究全体の負荷低減及び回答の適正化が
期待できる一方、その大規模疫学研究の対象となる中高年地域住民における、適用可能性及び
妥当性は未知である。 

さらに、わが国の食生活様式では、食品単位で頻度を回答する方法の評価精度は欧米に比
して良好でない 3)。FFQ による評価における測定誤差に起因して、曝露と疾病の関連が実際よ
りも弱く推定されている可能性についても欧州の疫学研究グループより実証的に指摘された 4)。
米国立がん研究所(NCI)の研究グループも、FFQ の測定誤差が研究結果の確からしさを大きく左
右することを指摘している 5,6)。これらの前提では、わが国の食生活評価においては、さらに
FFQ の測定誤差の影響を受けている可能性を示唆する。対象者の負担や研究環境の面で高い障
壁であった詳細で測定誤差の少ない食事評価の疫学研究への導入は、近年の ICT 革新によって、
回答の過誤を最小化できる標準化・自動化システムとして現実となりつつあり、NCI や EPIC
研究では IT システムを用いた 24 時間思い出し食事調査法（ASA247), EPIC-software）を開発し、
その利活用に関する検討を進めている。 
 
２．研究の目的 
（１）大規模疫学研究において利用されている紙ベース FFQ の Web 版を開発し、当該対象地
域住民において、その利用可能性と有効性を検証するとともに、紙・Web による食事評価を混
在できるか検討するために、両推定摂取の妥当性を比較する。 
（２）わが国の食生活様式に適した新たな食事評価システムの開発に着手した。このシステム
には、これまでに開発・妥当性を検証してきた料理データベースを搭載した 8,9)。わが国の成分
表上の制約（食品単位）や、24 時間思い出し法の特性（出来上がり料理単位）から、前述の測
定誤差の最小化と研究全体への負担軽減を両立した食事評価法の、疫学研究での導入・実現に、
料理単位データの活用は有望である。この蓄積した料理データベースを基盤とした 24 時間思い
出し食事調査法 Web システムを実用的なものに構築し、そのフィージビリティーの検証を行う
こと、疫学研究の対象者における調査への活用性を検討することとした。 
 
３．研究の方法 
（１）次世代多目的コホート及び連携コホート研究のうち５地域に在住の中高年（40-74 歳）
で調査を完了した男女 237 名（男性 98 名、女性 139 名）を対象として実施した。対象者は年間
12 日間秤量食事記録調査、同調査期間内の Web ベース FFQ、及び調査開始 1 年後の紙ベース
FFQ を実施した。紙ベース FFQ による調査は留め置きの自記により調査を実施し、未記入項目
のうち予め定めた項目については調査員が確認を行った。Web ベース FFQ による調査は、対象
者各々のメールアドレスに調査 URL 及びログイン ID とパスワードを送付することによって実
施し、自己による回答を原則とした。各自で Web 環境を持たない対象者には、地域における調
査会場にタブレット型端末を用意し、来場のうえ Web ベース FFQ に回答してもらった。Web
調査票の画面は紙ベース調査票の頁単位と同様に構成し、未記入の場合に警告表示をする項目
は、紙ベース FFQ で定められている確認項目と共通とした。実行可能性の指標として、紙及び
Web ベース回答の所要時間を計測して比較するとともに、Web ベース FFQ の紙ベースと比較し
た場合の回答しやすさを尋ねた。妥当性の指標として、秤量食事記録調査とそれぞれの FFQ に
よる栄養素等及び食品群別摂取量推定値の平均値を比較、及び Spearman 相関係数と五分位によ
る一致の割合を求め、紙・Web による推定の妥当性を比較した。 

 
（２）大規模疫学研究で活用される新たな食事評価法として、Web システムによる 24 時間思
い出し法による食事評価システムを開発し(Automated Web-based Assessment system using 
Recipe-Data for Japanese: AWARDJP)、① システム活用のフィージビリティー（実行可能性）を
明らかにするとともに、② 新たな食事評価システムによる大規模疫学研究への応用可能性を検
討するために実際のコホート研究でパイロット研究を開始する。大規模疫学研究とは、次世代
多目的コホート研究（JPHC-NEXT Study）、及びその連携コホートの一部を対象とした。 



① 開発したシステムは 24 時間思い出し法に基づいてお
り、コンピュータを用いた 24 時間思い出し法のプロトコルと
して米国農務省により開発された Automated Multiple Pass 
Method (AMPM)を参考に作成した。AMPM は食事調査におけ
る正確性の向上と研究費用の削減のためにデザインされた 5
つの過程から成るプロトコルで、米食事調査ウェブシステム
先行事例である ASA247)でも採用されている。すなわち、次の
ようなシステムを構築した：〔(1)食事入力日選択〕〔(2)食事場
面入力〕朝食・昼食・夕食・間食の有無、食事のシチュエー
ションを登録〔(3)料理名選択〕前日に飲食した全ての料理を
キーワード入力により検索し登録（図１参照）〔(4)料理詳細入力〕各料理の飲食したポーショ
ンサイズを選択し、当該料理（サイズ）の食品構成を確認・編集する。さらに、付加調味料の
有無を登録〔(5)最終確認〕入力した料理が時系列順に一覧表示され、飲物や菓子等の忘れられ
やすい料理の飲食の有無について確認する。結果表示画面において食事内容入力日を累積した
栄養素別平均摂取量及び PFC バランスが表示される。このシステムに搭載した料理 DB は、わ
が国で実施された5研究延べ3053名の秤量法による食事調査から得られた料理を料理の種類ご
とに使用食材や量を平均化した標準的な料理から構成されるデータベースである。はずれ値と
考えられる料理を除外し、最終的な総料理数は 4,085 料理であった。また、ポーションサイズ
選択画面に表示される料理画像は 197 種類を有していた。 
まずは、開発したシステムの実用化に向けて、本システムを用いた食事調査とアンケートを

実施し本システムの仕様と本システムを用いた食事調査についての質的評価を行った。2015 年
11 月に 40～50 代を中心とする 22 名（男性 7 名、女性 15 名）が参加した。調査対象者は、2015
年 11～12 月に計 2 回のシステムを用いた食事調査（ウェブでの食事調査と電話での食事調査）
とアンケートへの回答を依頼した。電話での調査は、自宅に Web 環境の無い場合を考慮した代
替方法として検討した。調査員標準化のためのトレーニング（システム操作、料理選択や食品
重量入力に関する）・テストを開発し、調査員候補者はトレーニングを受けた後にテストの食事
を聞き取り、及び代理で登録した 1 日当たり摂取量のエネルギー・カルシウム・食物繊維・食
塩相当量の過誤率が全て 5%未満であった者のみを当該調査員とした。 

② 国内コホート研究（職域ベース：愛知職域コホート研究、住民・健診ベース：湯沢コホ
ート、次世代多目的コホートより佐久市住民、及び同連携コホートとも位置づけられる山形県
コホート研究より山形市住民）参加者の一部に本研究の実施を依頼した。欧州国際大規模コホ
ート研究事例を参考に、コホート対象者の 8%から回答を得ること、7 割の受諾率を前提として
それぞれ無作為抽出または地域の悉皆調査（アンケート回答者全員）により文書にて募集した。
調査対象者はウェブ上で（募集案内に記載した URL にアクセスしてシステムを各自で操作し自
己回答）、または Web 環境を有しない対象者には調査申込書（予約・電話番号）の返送を依頼
し、電話での調査（調査員が聞き取りシステムを操作）を行った。電話調査における調査員・
対象者間のポーションサイズ共有を図るため、依頼状裏面に数種類の皿のスケールを印刷した。
対象者の食事状況の平滑化のため各季節・回答指定曜日に対象者を分割し（回答曜日は 2 曜日
を提示）、郵送にて初回募集に加え２回の再依頼を行った。調査から約 2 か月後に任意で 2 日目
の調査を行った。回答状況について、地域別の回答率や回答方法の割合、年代や回答曜日の分
布等を集計した。システムの仕様に関するアンケートも食事の調査に加えて実施した。2016 年
夏より 664 名に、2017 夏より 18 年末までに 4349 名に、計 5013 名に依頼した。 
 
４．研究成果 
（１）Web-FFQ による調査に回答した者は概ね 57±8.5 歳で
あり、約 35%の者は自己の Web 環境を有さなかった（調査
会場にてタブレット端末を利用して回答）。Web 環境を有さ
ない者は有する者より約 7 歳年齢が高かった。全対象者の
83%は紙ベース調査票に比べて Web ベース FFQ の回答のし
やすさは「とても簡単(9.3%)」、「簡単(53.2%)」、「変わらな
い(20.7%)」と回答した（図 3）。Web-FFQ 回答を完遂する所
要時間の中央値は、会場回答者の方(70 分)が各自環境によ
る回答者(50 分)より長かったものの、この時間の差は紙ベ
ース FFQ の所要時間でも同様であった（図 2）。12 日間秤量法による平均エネルギー摂取量に
比して、Web ベース FFQ により推定された摂取量平均値は男性で 98%、女性ではやや高く 112%
であった。エネルギー調整後摂取量の相関係数は、男性では 0.10（ヨウ素）～0.86（アルコー
ル）、女性で 0.16（β トコフェロール）～0.69（アルコール）の範囲で示され、これらエネルギ
ーと 53 栄養素項目における相関係数の中央値は、男女それぞれ 0.47、0.46 であった。これら個々

Web調査票の実行可能性
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の項目の相関係数は紙ベース FFQ による推定値と同様であった。Web・紙ベースによる栄養素
等推定値の五分位の一致者割合は、殆ど全ての項目で 80%以上の者が同分位または隣接分位以
内に区分された。以上より、Web-FFQ による精度は紙ベースと同等であり、個人の順位づけも
紙ベース FFQ によるものとよく一致することが明らかになった。疫学研究への web 調査票の導
入は研究の効率化に貢献することが考えられる。従って、疫学研究における食事曝露評価には、
対象者の希望に応じて選択できる等 web 調査票を導入できる可能性が示唆された。 
 
（２）Web による 24 時間思い出し食事評価システムを開発し(AWARDJP)、① システム活用の
フィージビリティー（実行可能性）に関する質的検討、② 新たな食事評価システムによる大規
模疫学研究への応用可能性の検討を行った。 

① ウェブでの食事調査の簡便性について約 8 割が「やや難しい」「難しい」と回答し、難
しいと感じた人の割合が多かった。なかでも料理名選択、料理詳細入力場面にわかりにくい部
分があったと回答した者が多かった。料理名選択場面が分かりにくかった理由として「検索方
法が難しく、時間がかかる」ことや「検索したい料理がない」ことが挙げられた。すなわち、
料理 DB 上に 4085 料理が登録されているにも関わらず 4 割以上の者が DB 上に含まれない料理
を飲食していることが明らかとなった。これは、料理 DB の拡充が必要である一方、検索シス
テムが煩雑にならないように検討する必要性を示す。さらに、料理詳細入力では視覚的に自身
で適切なポーションサイズを判別できるようデータベースにおけるポーションサイズに合致し
た料理画像データを増やす必要性が明らかになった。一方、電話での食事調査の簡便性につい
て約 8 割が「簡単」「やや簡単」と回答し、簡単と感じた人の割合が多かった。しかしながら、
料理詳細入力場面にわかりにくい部分があったと回答した人が約 30%おり、その理由として
「（基準量が分からないため）食べた量を伝えるのが難しいから」等の意見が挙げられた。また、
対象者に対する食べた量を正確に伝えられたかという質問、及び調査員に対する食べた量を正
確に入力できたかという質問に対しそれぞれ約 25%、30%が「ややそう思わない」「そう思わな
い」と回答した。すなわち、電話で聞き取りを行いながら調査員が入力を代理する方法におけ
る摂取食品のポーションサイズの共有における課題を示すものであった。24 時間思い出し法食
事調査 Web システムの実用化に向けて質的な評価を行ったところ、料理名選択、及び詳細（食
品・重量）入力の煩雑さに起因するシステムでの自己回答の難しさが明らかとなった。Web 環
境を持たない者へのアプローチとして電話を利用する場合、ポーションサイズの共有における
課題が明らかとなった。これらの結果を受け、料理画像を拡充するとともに、検索キーワード
を多角的に構築、料理詳細画面の通過を任意とするなど、システムの改良を行った。 

② 24 時間思い出し法に基づく新たなオンライン食事評価システムを開発し、このオンラ
インシステムの大規模コホート研究での導入・実用化に向けた検証を行った。回答率は募集の
約 20%（975 名：男性 471 名、女性 504 名）に留まった。回答者のうちシステムでの自己回答
者は 47%、電話回答が 53%と概ね半々となった。地域毎のシステムでの自己回答者の割合は職
域コホートで 9 割以上、その他地域住民コホートでは 2 割弱～4 割程度と、対象者背景によっ
て選択される方法が大きく異なった。対象者の回答曜日は平日と週末で概ね 5:2 で回答が得ら
れた。各季節の回答者割合は、初年度に実施したコホートでは秋、冬を中心に回答が得られた
一方、次年度以降に年度をまたいで実施した地域では各季節で 25%ずつの回答が得られ平滑化
されたデータを収集できた。任意で 2 日間（またはそれ以上）調査を依頼したところ、電話回
答者の 85%が協力した一方、Web システムでの自己回答では 30%のみが協力した。結果として
回答者の半数以上が任意で複数日の調査に協力し、延べ約 1600 日分の食事記録を収集できた。
回答者数のうち 1 回目の調査依頼での回答が 6 割、再調査依頼 1 回目による回答は約 2 割、再
依頼 2 回目での回答は約 1 割であった。システムに対する評価アンケートによれば、入力（調
査）時間（電話調査含む）は中央値で 30 分未満であり、システムの簡便性について、電話によ
る回答者は約 9 割が簡単・やや簡単と答えた一方、Web による自己回答では 7 割以上が難しい・
やや難しいと回答し、具体的には料理名選択、食品や重量の入力の難しさが指摘された。Web
回答者で推定されたエネルギー摂取量は 1904±656 (CV35%, 25th, 75th%tile 値は 1522-2310) 
kcal/day であり、電話回答者では、2181±542 (CV25%, 25th, 75th%tile 値は 1824-2477) kcal/day であ
った。Web 回答者の摂取量のばらつきはやや大きく、摂取量が極端に低い、又は高い対象者が
みられた（日別の推定値によれば、最小値 38kcal－最大値 5735 kcal）ものの、電話回答者でも
同様のはずれ値は存在した（日別の推定値では、最小値 137 kcal－最大値 5080 kcal）。これらの
傾向は性別で同様であった。年代別 Web 回答者割合は 40 代以下(82%)から 70 歳以上(13%)まで
年代とともに減少した一方、摂取量平均値は 40 代以下(1960kcal/day) から 70 以上(2150kcal/day)
まで年代とともに増加した。Web 回答者において、摂取量が極端に高い、あるいは低い対象者
がみられたのは、入力の煩雑さのために途中で登録を中断した可能性や実際の摂取量と設定さ
れたポーションサイズとの差による可能性が考えられた。他の食事調査と同様、エネルギー摂
取量による除外基準の設定や摂取量の調整が必要であることを示唆する。地域の中高年住民を



対象としたコホートでは、対象者の Web 環境への親和性を考慮したそれぞれの募集方法の検討
が必要であろう。複数回の再調査依頼は有効であったが、回答率は約 2 割に留まった。Web シ
ステムを用いた自己回答による 24 時間思い出し法では「料理選択」（検索システム）、「料理構
成の詳細入力」パートへの大きな障壁が残ること明らかになった。曜日を指定して依頼するこ
とも機能することが分かった。本開発したシステムによる食事摂取量推定値における個人間変
動が本来のものであるか選択された回答方法に起因したか、また、それぞれの方法における過
大・過小評価の程度は依然不明である。同日の食事を面接による思い出しとシステムによる思
い出しで比較した先行研究によれば、システムでの自己回答は過小評価傾向であったことを報
告している 10)。大規模疫学研究における活用の検討には、さらに、本システムにおけるそれぞ
れの収集方法における妥当性の検証が必要である。 
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